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１ 自動車による食品の移動販売に関する取扱いについて通知 

11月6日、厚生労働省は医薬・生活衛生局食品監視安全課長名をもって各都道府県等衛

生主管部（局）長宛標記通知を出した。その主な内容は次のとおり。 

自動車による食品の移動販売については、昭和42年３月３日付け環乳第5016号「自動

車による食品の移動販売に関する取扱要領について」（以下「取扱要領」という。）を参

考として指導願っているところ、今般、平成29年７月19日付け総評評第80号「買物弱者

対策に関する実態調査の結果（通知）」（別添）により、買物弱者対策に取り組む事業者

の負担軽減等の観点から、営業許可手続の簡素化及び流水式設備の設置義務の緩和を求め

る調査結果が示された。ついては、下記を踏まえ、適切な対応がなされるよう特段の御配

慮方お願いする。 

（１）営業許可について、近年の衛生水準の向上及び移動販売の形態の多様化等の現状を

踏まえ、関係都道府県等の間で、同水準の施設基準が確保されており、監視指導の

方法、違反判明時の通報体制、行政処分の取扱い等について調整がなされている場

合は、営業所等所在地を管轄する都道府県知事等のみが営業許可を行うこととする

取扱いとして差し支えない。 

（２）流水式手洗設備の設置について、液漏れのないように包装した食品のみを取り扱い

巡回中にこれらの食品の小分けや再包装を行わない場合であって、巡回先で現地の

手洗設備を利用する又は食品の取扱いの都度使い捨て手袋を着用する等の条件によ

り、施設及び食品取扱者の適切な衛生管理が担保されると判断できるときは、流水

式手洗設備の設置は省略して差し支えない。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000183659.pdf 

 

２ シアン化合物を含有する食品の取扱いについて事務連絡 

11月6日、厚生労働省は医薬・生活衛生局食品監視安全課輸入食品安全対策室名をもっ

て各検疫所宛標記事務連絡を出した。天然にシアン化合物を含有する食品について法第6

条第2号の解釈を示したもので、その主な内容は次のとおり。 

地方自治体の買上げ調査において、びわの種子粉末からシアン化合物が検出された事

例を踏まえ、天然にシアン化合物を含有することが知られている主な食品にびわの種子を

追加したことから、下記により、引き続き、輸入者への指導の徹底をお願いする。 

（１）天然にシアン化合物を含有することが知られている食品及びその加工品（検査命令

対象食品を除く。）については、輸入の都度、貨物を保留の上、シアン化合物に係

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000183659.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000183659.pdf
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る自主検査を指導すること。なお、10ppmを超えてシアン化合物を検出した場合にあ

っては、食品衛生法第６条違反として措置すること。 

＜主な食品＞亜麻の実、杏子の種子、梅の種子、ビターアーモンド、キャッサバの葉、

びわの種子 

（２）搾油用原料として輸入され、国内において油に加工されるなど、最終製品中にシア

ン化合物が検出されないことが明らかな場合にあっては、１の検査を要しないもの

とすること。その場合にあっては、当該品が国内において当該目的以外に使用され

ないことを確認すること。 

（３）（１）の検査により10ppmを超えてシアン化合物を検出した場合であっても、国内

における調理・加工等により、最終製品においてシアン化合物の摂取量が低減され

ることが確認された事例については、食品衛生法第６条違反に該当しないものとし

て取り扱っているので、参考とすること。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000183546.pdf 

 

３ 葛の花由来イソフラボンを機能性関与成分とする機能性表示食品の販売事業者１６社

に対する景品表示法に基づく措置命令について 

11月7日、消費者庁は、葛の花由来イソフラボンを機能性関与成分として、痩身効果を

標ぼうする機能性表示食品の販売事業者１６社（以下「１６社」という。）に対し、１６

社が供給する機能性表示食品の表示について、景品表示法に違反する行為（同法第５条第

１号（優良誤認）に該当）が認められたことから、同法第７条第１項の規定に基づき、措

置命令（別添１～１６参照）を行ったことを公表した。その主な内容は次のとおり。 

（１）表示内容 

１６社は、それぞれ、例えば、別紙記載のとおり表示することにより、あたかも、

対象商品を摂取するだけで、誰でも容易に、内臓脂肪（及び皮下脂肪）の減少による、

外見上、身体の変化を認識できるまでの腹部の痩身効果が得られるかのように示す表

示をしていた。 

（２）実際 

前記の表示について、当庁は、景品表示法第７条第２項の規定に基づき、１６社に

対し、それぞれ当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めたとこ

ろ、１６社から資料が提出された。しかし、当該資料はいずれも、当該表示の裏付け

となる合理的な根拠を示すものとは認められなかった。 

http://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_

labeling_171107_0001.pdf 

 

４ ノロウイルスによる食中毒の予防について 

11月10日、厚生労働省は医薬・生活衛生局食品監視安全課長名をもって各都道府県等

衛生主管部（局）長宛標記通知を出した。その主な内容は次のとおり。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000183546.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000183546.pdf
http://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_171107_0001.pdf
http://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_171107_0001.pdf
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例年、ノロウイルスによる食中毒は冬期に多発し、１件当たりの患者数も多くなる傾

向にあることから、公衆衛生上、大きな問題となっている。ノロウイルス食中毒の約８割

は調理従事者を介した食品の汚染が原因とされており、手洗いや就業前の健康状態の確認

といった、調理従事者の衛生管理の徹底が予防対策として重要です。一方、昨年度実施し

た調査によれば、ノロウイルス食中毒が発生した施設のうち、調理従事者の健康の確認状

況をきちんと記録している施設は３割以下という結果が得られている。 

このような状況を踏まえ、大量調理施設（弁当屋、仕出し屋、旅館、学校、病院等）

等に対し、リーフレット、ノロウイルスに関するQ&A 及び関係通知を活用して、調理従事

者の衛生管理について周知、指導を行うようよろしくお願いする。 

なお、公益社団法人日本食品衛生協会においては、11月から１月までの間を「ノロウ

イルス食中毒予防強化期間」として、食品等事業者や消費者に対し、広く啓発活動事業を

推進することから、厚生労働省では後援名義の使用を承認したので、貴管下の食品衛生協

会等関係団体における自主衛生管理の推進及び食中毒の未然防止を図る事業について、支

援・協力をよろしくお願いする。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000184271.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000184271.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000184271.pdf

